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奈良県地域医療構想第１章 奈良県地域医療構想とはⅠ 地域医療構想策定の経緯と目的１ 策定の経緯平成２５年８月、社会保障制度改革国民会議は、世界に類を見ない高齢化が進む我が国の今後の社会保障制度のあり方を検討した結果を報告しました。これを受けて、国では「地域における医療・介護の総合的な確保を図るための改革」に着手し、高度急性期から急性期・回復期・リハビリ・療養・在宅医療・介護までの一連のサービスを地域において総合的に確保することで、適切な医療・介護の提供体制を実現することとされました。この改革の一つとして、医療法の改正が行われ、都道府県では地域の医療提供体制の将来のあるべき姿を示す「地域医療構想」を策定することとなりました。２ 策定の目的奈良県においても高齢化が急速に進んでいくと見込まれますが、急速な高齢化の進展に伴って、医療のあり方は、従来の青壮年の患者を対象とした「病院完結型」の根本的治療から、高齢の患者を中心とした病気と共存しながら生活の質の維持・向上を目指して、地域全体で治し支える「地域完結型」の医療に転換していく必要があります。このような医療のあり方の変化に応じた新しい地域医療の仕組みを構築することを目指して、地域の医療機関が役割分担と連携により、高度急性期・急性期機能から在宅医療までの一連のサービスを地域において総合的に確保できる適切な医療提供体制の実現を目的としてこの構想を策定します。医療需要の変化に対応するためには、地域の医療機関における「医療機能の分化と連携」の推進や、地域の実情に応じた「在宅医療の充実」を含む「地域包括ケアシステム」を構築していく必要があります。そこで、奈良県地域医療構想では、次の３つの目標を掲げます。１ 高齢化社会に対応した医療提供体制の構築２ 医療と介護、生活支援の融合の必要性３ 国民健康保険広域化（県単位化）を見据えた医療費適正化との一体的な取組（社会保障制度改革への総合的な取組）３ 構想に定める事項医療法において次の事項を定めることとされています。① 医療法第３０条の４第２項第７号に基づく病床の機能の分化及び連携を推進するため医療法施行規則第３０条の２８の２の規定に基づき定める構想区域
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② 医療法施行規則第３０条の２８の３及び別表第６の１の項に掲げる式により算定される各医療機能ごとの医療需要（入院）③ 医療法第３０条の４第２項第７号イに基づく病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量④ 医療法施行規則第３０条の２８の４に基づく構想区域における将来の居宅等における医療の必要量⑤ 医療法施行規則第３０条の２８の４第２号の「その他厚生労働大臣が必要と認める事項」として、慢性期機能の平成３７年度における病床数の必要量を平成４２年までに達成することとした場合における平成４２年度に達成すべき病床数の必要量⑥ 医療法第３０条の４第２項第８号に基づく地域医療構想の達成に向けた病床機能の分化及び連携の推進に関する事項４ 目標年次急速に少子高齢化が進む中、いわゆる「団塊の世代」の方が全て７５歳以上となり、高齢化による影響が顕在化していると予測される２０２５年（平成３７年）を、目標設定の年次とし、地域医療構想の策定を行います。Ⅱ 奈良県の地域医療の実情県内でも地域により、人口構造の変化の見通し、医療提供体制の現状と動向、患者の受療動向や医療費などに違いがあるため、地域の課題も異なってくると考えられることから、地域の実情に応じた医療提供体制の構築に取り組む必要があります。１ 人口の減少と高齢化の進展奈良県では、１９６０年代から、ベッドタウン化により人口流入が進み、転入超過となることにより、急激な人口増加が続いていましたが、１９９８年（平成１０年）からは、転出数が転入数を上回る「社会減」に転じた結果、１９９９年（平成１１年）の１４４万９千人をピークに減少に転じています。また、２００５年（平成１７年）から、出生数が死亡数を下回る「自然減」に転じ人口減少が加速し、２０１５年（平成２７年）時点では１３６万９千人（平成２７年１０月：推計人口調査）となっています。今後もこの傾向が継続すると考えられ、社会保障・人口問題研究所の推計によれば、２０２５年（平成３７年）時点では１２８万人、２０４０年（平成５２年）では１０９万６千人にまで減少していくと推計されています。その中で、高齢者の人口は県全体としては増加していきます。６５歳以上人口は、２０１０年（平成２２年）時点で、３３万６千人で、県人口の２４％を占めており、全国平均の２３．０％を上回っている状況です。また、７５歳以上の後期高齢者人口は１５万５千人で県人口の１１％となっています。しかも、今後、高齢者の人口は増え続けるものと推定されており、団塊の世代が後期高齢者になる平成３７年（２０２５年）時点では、６５歳以上人口は４１万７千人となり、人口の３２．６％（全国平均は、３０．
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３％）を占め、７５歳以上の後期高齢者人口は２５万４千人で県人口の２０％を占めると予測されています。また、人口の高齢化を反映して、死亡者数は増加傾向を示し、全国では２００３年（平成１５年）以降は毎年１００万人を超え死亡率も上昇傾向を示し、２０１４年（平成２６年）では年間１２７万人が死亡する多死社会を迎えつつあります。今後更に、死亡者数は増加し、２０２５年（平成３７年）には１５３万７千人、２０４０年には１６６万９千人と推計されており、多死社会への対応が必要となります。（平成２６年厚生労働白書、平成２６年人口動態調査、社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口「出生中位」「死亡中位」」）奈良県でも、年間死亡者数は１万人以上（平成２６年では１３，８３５人）となっており、多死社会への対応は喫緊の課題となっています。一方、奈良県における６５歳未満の年少人口（１５歳未満）及び生産年齢人口（１５歳～６５歳）は、２０１０年（平成２２年）時点では１０６万４千人であったものが、２０２５年（平成３７年）には８６万３千人と１９％も減少し、その傾向は引き続き継続すると推計されています。人口減少は、労働力人口の減少や消費市場の縮小を引き起こし、経済の縮小や社会サービスの低下を招く恐れがあり、医療・介護分野におけるサービスの提供においても、人材の確保が困難となり、円滑な供給に支障をきたすことが懸念されます。また、県全体では高齢者の人口が増加し、生産・年少人口は減少する傾向を示していますが、南部地域と東部地域では、生産・年少人口の減少のみならず、高齢者人口も維持あるいは微減といった段階に到達しています。このように、県内においても人口構造に違いが生じており、地域の実情に応じた対応が必要となっています。
資料出典：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月）155,355 183,102 216,069
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２．医療費等の状況○高齢化が医療に与える影響高齢化の進展は、医療に大きな影響を与えます。受診率は加齢に伴って高くなります。入院は７０歳代から急増し続けます。また、入院外では加齢により増加しますが８０～８４歳でピークとなり、その後減少しています。従って、高齢者人口の増加、特に後期高齢者人口の増加は入院する患者の増大を招く可能性が高いと考えられます。また、１人当たりの医療費でみると、加齢に伴って、入院、外来ともに増加し、特に高齢期になると入院の医療費が急増しています。加齢により増加する医療需要への対応が必要となってきます。【年齢階層別被保険者１人当たり受診率（レセプト件数／被保険者数）】
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（万円） 【【【【年齢階層別被保険者１人当たり医療費年齢階層別被保険者１人当たり医療費年齢階層別被保険者１人当たり医療費年齢階層別被保険者１人当たり医療費】】】】入院外・調剤入院 （歳）
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○保健医療圏別の状況市町村国民健康保険と後期高齢者医療制度について、保健医療圏別に年齢階層ごとの医療費を比べると、74歳までは顕著な差異はありませんが、75歳以降では、奈良保健医療圏、西和保健医療圏及び中和保健医療圏が高くなっており、東和保健医療圏で低くなっています。この要因について、「入院」、「入院外＋調剤」の別にみると、「入院」医療費については、東和保健医療圏で特に受診率が低くなっています。また、「入院外＋調剤」の医療費については、奈良保健医療圏、西和保健医療圏及び中和保健医療圏の受診率が他の地域よりも高くなっています。【二次医療圏別の年齢階層別被保険者１人当たり医療費（入院／入院外＋調剤）】
【二次医療圏別の年齢階層別受診率（入院／入院外＋調剤）】

※受診率とは、一定期間内に医療機関にかかった人の割合を表す指標。
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○市町村別の状況【市町村国民健康保険】１人当たり医療費を市町村別にみると、最高額が445,481円、最低額が265,053円で約1.68倍の格差があります。医療費の高い方から５つの市町村は、すべて高齢化が進む南部山間地域の市町村となっています。ただし、規模の小さい市町村においては、被保険者の一部に高額医療が発生することにより、１人当たり医療費が急増する場合があります。また、県平均の一人当たり医療費を上回る市町村は、南部山間地域において多くなっています。市町村別の被保険者１人当たり医療費（国保）
一人当たり医療費の対奈良県比（奈良県平均＝１）0
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（万円） 平野部 東部山間 南部山間最低値：最低値：最低値：最低値：265,053 265,053 265,053 265,053 円円円円 県平均： 319,209 円 1.1.1.1.68686868倍倍倍倍

最高値：最高値：最高値：最高値：445445445445,481,481,481,481円円円円
1.05～1.151.15以上1.05～0.950.95～0.850.85未満
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【後期高齢者医療制度】１人当たり医療費を市町村別にみると、最高額が1,013,677円、最低額が651,462円で約1.56倍の格差があります。医療費の低い方から５つの市町村は、すべて東部と南部の山間地域の市村となっています。また、東部南部山間地域の多くの市町村で県平均の一人当たり医療費を下回っている傾向があります。市町村別の被保険者１人当たり医療費（後期高齢者）

一人当たり医療費の対奈良県比（奈良県平均＝１）
平野部 東部山間 南部山間 最高値：

1,013,677円県平均：914,185円最低値：
651,462円

1.56倍1.05～1.151.15以上1.05～0.950.95～0.850.85未満
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第２章 奈良県地域医療構想の基本的視点地域医療構想の策定目的や目標を達成するために、次の５つを基本的な視点として、検討していくこととします。Ⅰ 医療需要の質と量に適合した効率的で質の高い医療提供体制の構築～急性期・回復期・リハビリ・療養・在宅までの一貫した体制をどう構築するのか～○患者の状態にあった医療の提供今後も進展する高齢化に伴い、高齢者の医療需要に対応するためは、従来の急性期機能を中心とした医療提供体制を、患者の状態にあった医療を提供できるようバランスのとれた医療提供体制を構築していく必要があります。○病床機能分化と連携ネットワークの構築による効率的かつ質の高い医療の提供効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するためには、病床機能の分化・連携の推進が必要で、医療機能の拠点化と医療機関間の連携体制の確立を目指していく必要があります。これまでネットワーク化に取り組んできた４疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病）・３事業（救急・周産期・小児救急）については、医療機関の拠点化と連携体制を踏まえ、引き続き、機能分化と連携ネットワークの充実が必要となります。○今後増加が見込まれる疾病への対応高齢化により肺炎と大腿骨頸部骨折の医療需要の増加が見込まれることから、肺炎及び大腿骨頸部骨折について医療提供体制を構築するとともに、肺炎予防、骨折予防に取り組む体制づくりを進める必要があります。○在宅医療の体制構築医療機関の拠点化や連携ネットワークの充実には、まず、患者が安心して退院できる環境を整える必要があり、受け皿となる質の高い在宅医療の推進が必要不可欠となっています。そのため、在宅における患者の不安を解消する急変時への対応を可能とする在宅療養支援病院等と連携した在宅医療の体制を日常生活圏域で構築する必要があります。○役割分担と連携による急性期から在宅までの一貫した体制の実現従来の青壮年の患者を対象にした「病院完結型」の根本的治療から、高齢の患者を中心にした病気と共存しながら生活の質の維持・向上を目指して地域全体で直し支える「地域完結型」の医療への対応が求められます。そのためには、地域の医療機関が役割分担と連携を行うとともに、介護事業者とも連携して、高度急性期・急性期機能から回復期・リハビリ、療養期、そして在宅医療
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までを一貫して提供できる体制を実現する必要があります。Ⅱ 地域包括ケアシステムと在宅医療の充実奈良県では地域の実情に応じて、高齢者が尊厳を維持し、可能な限り地域で安心してその有する能力に応じて自立した日常生活を営み続けることができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築を県内全市町村で推進しています（奈良県高齢者福祉計画及び奈良県介護保険事業支援計画）。地域包括ケアシステムの構築にあたっては、医療、特に在宅における医療提供は必要不可欠な要素であることから、その充実に努めるとともに、地域における医療と介護のネットワークの整備など、医療と介護の連携を推進する必要があります。また、在宅医療に求められる需要の変化（人生の最終段階の医療への対応を含む。）や退院直後などの介護度の低い在宅医療と、人生の最終段階などの介護度の高い在宅医療等に対応する訪問看護の充実などの課題を解決する必要があります。Ⅲ 予防医療と健康増進の取組の必要性県民の健康寿命の延長を図るためには、がん、心臓病、脳卒中といった食生活や運動不足などの不健康な生活習慣が発病に影響している疾病があることから、医療提供体制の構築のみならず、健康的な生活習慣の普及により生活習慣病の発病を予防する必要があります。また、がん検診や特定健診の受診率の向上を図るとともに、精神疾患の早期発見や自殺予防のための取組を進め、がん、心臓病、精神疾患等の早世原因となる疾病を減らしていく必要があります。Ⅳ 医療従事者の働き方改革の必要性少子高齢化に伴う人口構成の変化は、医療従事者の供給においても影響を及ぼします。高齢者人口の増加による医療・介護の需要は増加する一方で、必要とされる医療従事者は、生産年齢人口の減少に伴って確保が困難になると予測され、サービス提供への困難さが危惧されており、需要に即した医療従事者の確保が重要な課題となっています。そのためには、職員が働きがいを感じ、いきいきと働き続けられる職場づくりなど、働き方の改革が必要となってきます。
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Ⅴ 社会保障制度改革への総合的な取組地域医療構想の策定は、我が国の社会保障改革の一環であり、医療費適正化計画の推進や、国保の財政運営とともに都道府県が一体的に取組を進める必要があります。○地域医療構想 ・・・医療提供体制の構築・構想区域における医療提供体制の現状確認・疾病等に応じた医療圏の検討・医療機関の役割確認や目標設定と必要な施策・医療と介護の総合的な確保○医療費適正化計画・・医療費の見通し、予防・健康づくりの推進等・地域医療構想と整合的な医療費目標の設定・目標の達成状況を踏まえたＰＤＣＡサイクルの強化○国保の財政運営 ・・・医療保険の安定的な運営・県全体での標準保険料率の設定・市町村の医療費適正化の取組努力が保険料水準に反映される仕組みの構築
■市町村との連携について○今後、地域の医療提供体制を確立するためには、地域包括ケアシステムを確立し、推進する必要があり、介護保険制度を所管している市町村との連携は必須となります。○医療費の適正化・国保財政の安定化のためには、健康づくりと生活習慣病の予防により、県民の健康寿命を延長させることが必要であり、引き続き生活習慣病の予防・健康づくり事業を受け持つ市町村の役割が重要となります。
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第３章 医療需要の質と量に適合した効率的で質の高い医療提供体制の構築～急性期・回復期・リハビリ・療養・在宅までの一貫した体制をどう構築するのか～団塊の世代の方々が、すべて７５歳以上になる２０２５年の医療需要の質と量に適合した医療提供体制を構築することがこの構想の目的です。そのために、現在の医療需要を算出し、その数値を基に人口及び年齢構成の変化を加味して２０２５年度の医療需要を推計することになっています。この推計結果を基に、医療需要の質と量に適合した医療提供体制を構築することになりますが、少子高齢化の進展が見込まれる中、効率的で質の高い体制とすることが必要となります。そこで、構想区域の設定に加えて、医療内容に応じた医療連携区域の設定を行うとともに、病床機能報告制度を活用した医療機関の自主的な機能分化の推進を図ります。Ⅰ 奈良県の保健医療圏の現状と課題医療需要に適合した医療提供体制を構築するには、圏域をどう考えるのかが重要です。奈良県には、現在５つの保健医療圏があります。その現状と課題は次のとおりです。■奈良県の二次保健医療圏
【二次保健医療圏とは】特殊な医療サービスを除く通常の保健医療供給が、過不足なく完結されることを目標として整備する圏域として、奈良県保健医療計画において、上表のとおり設定しています。これを二次保健医療圏と呼んでいます。また、病院の病床の整備を図るべき地域的単位として設定する区域となっています。（人口は　平成２７年１０月１日現在　住基人口） 382,658名称 区　域（市町村） 人口（単位：人） 面積（単位：ｋ㎡）276.94362,335奈良市奈良 天理市、桜井市、宇陀市、山添村、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村南和 大和郡山市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王寺町、河合町大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、広陵町五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村 76,835 657.77168.49240.792,346.92東和西和 214,591352,960中和
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奈良保健医療圏○人口構造の変化の見通し今後人口は引き続き減少していき、2025年には2010年に比べて8％減少し、2040年には22％減少します。65歳以上高齢者人口は増加し続け、2025年には人口に占める割合は33％となり、2040年には40％に達します。
○医療提供体制の動向【医療機関の状況】・圏域内に、平成２７年１０月時点で一般病床及び療養病床を有する病院は22病院あります。・当該地域では地域の中核的な病院への急性期機能の集約化が進んでいるものの、中小病院が多い傾向にあります。・精神科病院については、一般病床と併せて病床を有する１病院及び専門病院が１病院あります。【医療従事者】・圏域内の医師は人口10万人あたり県平均225.4人に対し、219.8人となっています。（平成24年厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、人口は平成24年10月1日奈良県知事公室統計課「市町村別推計人口」）○患者の受療動向【高度急性期】・自圏域内での受療は64％にとどまります。・流出先は、東和保健医療圏、西和保健医療圏及び県外の大阪市となっています。・流入元は、西和保健医療圏、県外の京都府山城南地域となっています。・全体としては流出超過の状態にあります。【急性期】・自圏域の受療は75％です。・流出・流入は、高度急性期と同様の傾向です。

～14歳
15歳～64歳
65歳～
75歳～



- 13 -

【回復期】・自圏域の受療は72％です。・流出・流入は、高度急性期と同様の傾向です。【慢性期】・自圏域の受療は61％と低くなっています。・流出先は、西和保健医療圏、東和保健医療圏及び県外の北河内地域となっています。・流入元は、西和保健医療圏と東和保健医療圏だけでなく、県下全域からと京都府南部地域からの流入が認められます。・全体としては流入超過の状態にあります。【その他】・心疾患（虚血性心疾患）において、東和保健医療圏への流出が見られ、区域内での自給率が比較的低くなっています。○医療提供体制に関する概況【現状】・圏域内の医療機関では、奈良県総合医療センター、奈良市立病院などが救急医療や脳卒中などの連携パスの活用などにより県の政策医療を支えています。また、奈良県総合医療センターは県北部における高度医療の拠点となっています。・奈良医療センター、東大寺福祉療育病院、バルツァゴーデルにあっては、重度心身障害児等にかかる医療について、県全体を支えています。【今後の状況の変化】・奈良県総合医療センターが、奈良市六条山に平成３０年度に移転し、１１０床増床、がん診療などの機能を強化することとなっています。○地域の課題【医療機能の分化と連携に関する課題】【在宅医療の充実に関する課題】
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東和保健医療圏○人口構造の変化の見通し今後人口は引き続き減少していき、2025年には2010年に比べ12％減少し、2040年には27％減少します。65歳以上高齢者人口は当面増加し続けますが、2020年をピークに減少に転じます。しかし、高齢者人口比率は2025年には33％に、2040年には37％にまで達します。
○医療提供体制の動向【医療機関の状況】・圏域内に、平成２７年１０月時点で一般病床及び療養病床を有する病院は12病院あります。・比較的、当該地域では地域の中核的な病院への急性期機能の集約化が進んでいる傾向があります。・精神科病院については、療養病床と併せて病床を有する１病院があります。【医療従事者】・圏域内の医師は人口10万人あたり県平均225.4人に対し、263.0人となっており、人口規模に比較して医師数は多い状況にあります。（平成24年厚生 労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、人口は平成24年10月1日奈良県知事公室統計課「市町村別推計人口」）○患者の受療動向【高度急性期】・自圏域内の受療は74％です。・流出先としては、中和保健医療圏のみとなっています。・流入元は、奈良保健医療圏、西和保健医療圏及び中和保健医療圏です。・大きく流入超過の状態にあります。【急性期】・自圏域の受療は78％です。・流出先は、中和保健医療圏が主となっています。

～14歳
15歳～64歳
65歳～
75歳～
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・流入元は、県下全域からとなっています。また、三重県中勢伊賀地域からも流入しています。・大幅な流入超過の状況にあります。【回復期】・自圏域の受療は75％です。・流出入は、急性期と同様の傾向となっています。【慢性期】・自圏域の受療は47％と非常に低くなっています。・流出先は、県下全域に及んでいます。・流入は、奈良保健医療圏が主となっています。・流出超過の状態にあります。○医療提供体制に関する概況【現状】・圏域内の医療機関では、天理よろづ相談所病院、高井病院、済生会中和病院宇陀市立病院、国保中央病院などが救急医療や脳卒中などの連携パスの活用などにより、県の政策医療を支えています。・天理よろづ相談所病院や高井病院は圏域を超え、他の医療圏の急性期機能を支えており、東和保健医療圏への患者の流入が発生しています。【今後の状況の変化】・特に大きな変化はありません。○地域の課題【医療機能の分化と連携に関する課題】【在宅医療の充実に関する課題】
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西和保健医療圏○人口構造の変化の見通し今後人口は引き続き減少していき、2025年には2010年に比べ7％減少し、2040年には20％減少します。65歳以上高齢者人口は増加し続け、2025年には人口に占める割合が33％となり、2040年には38％に達します。
○医療提供体制の動向【医療機関の状況】・圏域内に、平成２７年１０月時点で一般及び療養病床を有する病院は18病院あります。・比較的、中小病院が多く、機能の集約化は進んでいません。・精神科病院については、一般及び療養病床と併せて病床を有する２病院があります。【医療従事者】・圏域内の医師は人口10万人あたり県平均225.4人に対し、174.5人となっており、人口規模に比較して医師数は少なくなっています。（平成24年厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、人口は平成24年10月1日奈良県知事公室統計課「市町村別推計人口」）○患者の受療動向【高度急性期】・自圏域内の受療は54％と低くなっています。・流出先としては、奈良保健医療圏、東和保健医療圏、中和保健医療圏及び県外の大阪市に多く流出しています。・流入元は、奈良保健医療圏と中和保健医療圏が多くなっています。・全体としては流出超過の状態にあります。【急性期】・自圏域内の受療は63％と比較的低くなっています。

～14歳
15歳～64歳
65歳～
75歳～


